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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　０．４０～３．５質量％のＮｉと、０．１０～０．５０質量％のＰと、を含有し、残部
Ｃｕ及び不可避不純物からなる銅合金からなり、引張強さが２７０～３７０ＭＰａである
銅合金材料（Ｂ）であり、
　該銅合金材料（Ｂ）を８５０℃±１００℃で加熱する第二熱処理を行い得られる銅合金
材料（Ｃ）の引張強さ（σ２）が３００ＭＰａ以上であり、伸び（δ）が３０％以上であ
り、
　該第二熱処理後の引張強さ（σ２）と該第二熱処理前の引張強さ（σ１）の差（σ２－
σ１）が、２０ＭＰａ以上であること、
を特徴とする銅合金材料（Ｂ）。
【請求項２】
　０．４０～３．５質量％のＮｉと、０．１０～０．５０質量％のＰと、を含有し、残部
Ｃｕ及び不可避不純物からなる銅合金からなり、引張強さが２７０～３７０ＭＰａであり
、伸び（δ）が３０％以上である銅合金管（Ｂ）であり、
　該銅合金管（Ｂ）を８５０℃±１００℃で加熱する第二熱処理を行い得られる銅合金管
（Ｃ）の引張強さ（σ２）が３００ＭＰａ以上であり且つ伸び（δ）が３０％以上であり
、
　該第二熱処理後の引張強さ（σ２）と該第二熱処理前の引張強さ（σ１）の差（σ２－
σ１）が、２０ＭＰａ以上であること、
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を特徴とする銅合金管（Ｂ）。
【請求項３】
　請求項２記載の銅合金管（Ｂ）を８５０℃±１００℃で加熱する第二熱処理を行うこと
により、引張強さ（σ２）が３００ＭＰａ以上であり、伸び（δ）が３０％以上である銅
合金管（Ｃ）を得ることを特徴とする銅合金管（Ｃ）の製造方法。
【請求項４】
　前記第二熱処理が、ろう付け加熱であることを特徴とする請求項３記載の銅合金管（Ｃ
）の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、高強度であり、加工性及び耐熱性に優れた銅合金管等の銅合金材料に関する
。
【背景技術】
【０００２】
　従来より、銅材の高強度化を目的として、微量の元素を添加した銅合金が提案されてい
る。そのうちの１つとして、Ｃｕ－Ｎｉ－Ｐ系の銅合金がある（例えば、特許文献１：特
開平４－２１８６３１号公報）。
【０００３】
　このＣｕ－Ｎｉ－Ｐ系の銅合金は、Ｎｉ－Ｐ系析出物により析出強化される銅合金であ
り、溶体化処理後、適正な温度での熱処理（時効処理）を行うことによって、高強度化さ
れる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開平４－２１８６３１号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　Ｃｕ－Ｎｉ－Ｐ系の銅合金により、板材、管材等の種々の形態の同材料が製造されてい
るが、その用途や使用条件によっては、強度の加工が行われる場合があるため、Ｃｕ－Ｎ
ｉ－Ｐ系の銅合金材料には、高強度であることのみならず、加工性が良好であることが必
要であり、伸びの良好な銅材料が求められている。
【０００６】
　管材の場合、例えば、ルームエアコン、パッケージエアコン等の空調機用熱交換器、冷
凍機等の伝熱管又は冷媒配管に使用される銅管においては、近年の薄肉化の要求に伴い、
材料の高強度化が求められている。そのためには、適正な合金成分であることの他、その
合金成分に応じた適正な熱処理条件等の製造条件を規定することが重要である。
【０００７】
　しかし、特許文献１に記載のＣｕ－Ｎｉ－Ｐ系の銅合金材料は、強度（引張強さ）は３
００ＭＰａを超えており、高強度化されているものの、伸びが低く、強加工を行うには適
さない。
【０００８】
　従って、本発明の目的は、強度が高く且つ加工性に優れたＣｕ－Ｎｉ－Ｐ系の板材、棒
材、銅合金管等の銅合金材料を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明の課題は、以下の本発明によって解決される。
　すなわち、本発明（１）は、０．４０～３．５質量％のＮｉと、０．１０～０．５０質
量％のＰと、を含有し、残部Ｃｕ及び不可避不純物からなる銅合金からなり、引張強さが
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２７０～３７０ＭＰａである銅合金材料（Ｂ）であり、
　該銅合金材料（Ｂ）を８５０℃±１００℃で加熱する第二熱処理を行い得られる銅合金
材料（Ｃ）の引張強さ（σ２）が３００ＭＰａ以上であり、伸び（δ）が３０％以上であ
り、
　該第二熱処理後の引張強さ（σ２）と該第二熱処理前の引張強さ（σ１）の差（σ２－
σ１）が、２０ＭＰａ以上であること、
を特徴とする銅合金材料（Ｂ）を提供するものである。
【００１０】
　また、本発明（２）は、０．４０～３．５質量％のＮｉと、０．１０～０．５０質量％
のＰと、を含有し、残部Ｃｕ及び不可避不純物からなる銅合金からなり、引張強さが２７
０～３７０ＭＰａであり、伸び（δ）が３０％以上である銅合金管（Ｂ）であり、
　該銅合金管（Ｂ）を８５０℃±１００℃で加熱する第二熱処理を行い得られる銅合金管
（Ｃ）の引張強さ（σ２）が３００ＭＰａ以上であり且つ伸び（δ）が３０％以上であり
、
　該第二熱処理後の引張強さ（σ２）と該第二熱処理前の引張強さ（σ１）の差（σ２－
σ１）が、２０ＭＰａ以上であること、
を特徴とする銅合金管（Ｂ）を提供するものである。
【００１１】
　また、本発明（３）は、（２）の銅合金管（Ｂ）を８５０℃±１００℃で加熱する第二
熱処理を行うことにより、引張強さ（σ２）が３００ＭＰａ以上であり、伸び（δ）が３
０％以上である銅合金管（Ｃ）を得ることを特徴とする銅合金管（Ｃ）の製造方法を提供
するものである。
【００１２】
　また、本発明（４）は、前記第二熱処理が、ろう付け加熱であることを特徴とする（３
）の銅合金管（Ｃ）の製造方法を提供するものである。
【発明の効果】
【００２１】
　本発明によれば、強度が高く且つ加工性に優れたＣｕ－Ｎｉ－Ｐ系の板材、棒材、銅合
金管等の銅合金材料を提供することができる。
【発明を実施するための形態】
【００２２】
　本発明の銅合金材料（Ａ）は、０．４～３．５質量％のＮｉと、０．１～０．５質量％
のＰと、を含有し、残部Ｃｕ及び不可避不純物からなる銅合金材料である。
【００２３】
　また、本発明の銅合金材料（Ｂ）は、本発明の銅合金材料（Ａ）を６５０℃±１００℃
で加熱する第一熱処理を行い得られる銅合金材料である。
【００２４】
　また、本発明の銅合金材料（Ｃ）は、本発明の銅合金材料（Ｂ）を８５０℃±１００℃
で加熱する第二熱処理を行い得られる銅合金材料である。つまり、本発明の銅合金材料（
Ｃ）は、本発明の銅合金材料（Ａ）を６５０℃±１００℃で加熱する第一熱処理と、第一
加熱処理後に８５０℃±１００℃で加熱する第二熱処理と、を行い得られる銅合金材料で
ある。
【００２５】
　本発明者らは、銅合金の種々の加工や処理を行う中で、特定の化学組成の銅合金、すな
わち、０．４～３．５質量％のＮｉ、好ましくは０．７～１．５質量％のＮｉと、０．１
～０．５質量％のＰ、好ましくは０．２～０．４質量％のＰと、を含有する銅合金を、溶
体化処理し、その後に行う熱処理として、６５０℃±１００℃で加熱する第一熱処理を行
うことにより、銅合金中にＣｕ－Ｎｉ－Ｐ系の析出物を析出させることで、析出強化によ
り銅合金材料の強度を向上させ、更に、第一熱処理の後に、８５０℃±１００℃で加熱す
る第二熱処理を行うことにより、銅合金材料の強度が更に向上することを見出した。
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【００２６】
　銅合金材料（Ａ）、銅合金材料（Ｂ）及び銅合金材料（Ｃ）は、０．４～３．５質量％
のＮｉと、０．１～０．５質量％のＰと、を含有し、残部Ｃｕ及び不可避不純物からなる
。
【００２７】
　銅合金材料（Ａ）、銅合金材料（Ｂ）及び銅合金材料（Ｃ）は、Ｎｉ及びＰを含有し、
銅合金材料（Ａ）、銅合金材料（Ｂ）及び銅合金材料（Ｃ）中のＮｉ含有量は、０．４～
３．５質量％であり、且つ、Ｐ含有量は、０．１～０．５質量％である。Ｎｉ及びＰは、
銅合金中で、ＮｉとＰの化合物により析出物を形成し、引張強さを向上させる成分である
。銅合金材料（Ａ）、銅合金材料（Ｂ）及び銅合金材料（Ｃ）中のＮｉ含有量が上記範囲
にあることにより、銅合金材料の引張強さが高くなる。特に、本発明の銅合金材料が管材
である場合、管材の強度が高く且つ加工性に優れる点で、銅合金材料（Ａ）のＮｉ含有量
は、０．７～１．５質量％であることが好ましい。また、本発明の銅合金材料が管材であ
る場合、管材の強度が高く且つ加工性に優れる点で、銅合金材料（Ａ）のＰ含有量は、０
．２～０．４質量％であることが好ましい。一方、Ｎｉ含有量が上記範囲を超えると、伸
びが低くなってしまい、加工性、例えば、板材の場合の強度の曲げ加工や、管材の場合の
ヘアピン曲げ加工及び拡管性が低くなり、また、Ｐ含有量が上記範囲を超えると、加工性
が低くなり、熱間加工や冷間加工において割れが生じるおそれがある。また、Ｎｉ含有量
又はＰ含有量が上記範囲未満だと、銅合金材料の強度が低くなってしまう。
【００２８】
　銅合金材料（Ａ）は、所定の化学組成の銅合金鋳塊を鋳造し、その後、種々の加工や処
理を行うことにより、製造される。銅合金材料（Ａ）は、先ず、０．４～３．５質量％の
Ｎｉ、好ましくは０．７～１．５質量％のＮｉと、０．１～０．５質量％のＰ、好ましく
は０．２～０．４質量％のＰと、を含有し、残部Ｃｕ及び不可避不純物からなる銅合金鋳
塊を鋳造し、次いで、上記所定の化学組成に調整された銅合金鋳塊に、溶体化処理、種々
の加工（例えば、熱間圧延、熱間押出等の熱間加工や、冷間圧延、冷間引抜等の冷間加工
）及び種々の熱処理を行うことにより得られる。溶体化処理については、上記種々の加工
及び種々の熱処理を行い銅合金材料を得る過程において、適宜適切なときを選択して行う
。例えば、熱間加工後且つ冷間加工の前又は冷間加工の後に、銅合金を８５０～１０００
℃に加熱した後、急冷する溶体化処理を行う。また、冷間加工を複数回行う場合は、熱間
加工後且つ全ての冷間加工の前、冷間加工と冷間加工の間、又は全ての冷間加工の後に、
銅合金を８５０～１０００℃に加熱した後、急冷する溶体化処理を行う。また、熱間加工
後に、熱間加工された銅合金を急冷することによって、溶体化処理を行うこともできる。
【００２９】
　また、銅合金材料（Ｂ）は、上記のようにして得られる銅合金材料（Ａ）を６５０℃±
１００℃で加熱する第一熱処理を行うことにより得られる。銅合金材料（Ａ）を６５０℃
±１００℃で加熱した後は、冷却を行う。冷却速度は、特に制限されないが、好ましくは
２～１０℃／分である。
【００３０】
　また、銅合金材料（Ｃ）は、上記のようにして得られる銅合金材料（Ｂ）を８５０℃±
１００℃で加熱する第二熱処理を行うことにより得られる。銅合金材料（Ｂ）を８５０℃
±１００℃で加熱した後は、冷却を行う。冷却速度は、特に制限されないが、好ましくは
２～１０℃／秒である。
【００３１】
つまり、０．４～３．５質量％のＮｉ、好ましくは０．７～１．５質量％のＮｉと、０．
１～０．５質量％のＰ、好ましくは０．２～０．４質量％のＰと、を含有し、残部Ｃｕ及
び不可避不純物からなる銅合金を鋳造した後、種々の加工（例えば、熱間圧延、熱間押出
等の熱間加工や、冷間圧延、冷間引抜等の冷間加工）及び種々の熱処理を行い銅合金材料
を得る過程で、銅合金を８５０～１０００℃から急冷する溶体化処理を行うことにより銅
合金材料（Ａ）を得、その後に行う熱処理として、６５０℃±１００℃で加熱する第一熱
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処理を行うことにより銅合金材料（Ｂ）を得、そして、第一熱処理後に８５０℃±１００
℃で加熱する第二熱処理を行うことにより銅合金材料（Ｃ）を得る。
【００３２】
　銅合金材料（Ｂ）の引張強さ（σ２）は、２７０～３７０ＭＰａである。また、銅合金
材料（Ｃ）の引張強さ（σ２）は、３００ＭＰａ以上であり、且つ、伸び（σ）は、３０
％以上である。
【００３３】
　そして、第二熱処理後の引張強さ（σ２）と第二熱処理前の引張強さ（σ１）、つまり
、銅合金材料（Ｃ）の引張強さ（σ２）と銅合金材料（Ｂ）の引張強さ（σ２）の差（σ
２－σ１）が、２０ＭＰａ以上であることが好ましい。
【００３４】
　銅合金材料（Ｃ）は、引張強さ（σ２）が３００ＭＰａ以上と高いので、強度が高いこ
とが要求される用途の銅合金材料として好適に用いられる。つまり、先ず、０．４～３．
５質量％のＮｉ、好ましくは０．７～１．５質量％のＮｉと、０．１～０．５質量％のＰ
、好ましくは０．２～０．４質量％のＰと、を含有し、残部Ｃｕ及び不可避不純物からな
る銅合金を鋳造する鋳造工程を行う。次いで、鋳造工程を行い得られる銅合金鋳塊を加熱
して均質化処理を行った後、均質化処理した銅合金を熱間押出加工し、次いで、熱間押出
加工を行った銅合金を冷間加工し、所望の銅合金材料の形状に加工する。熱間加工として
は、板材の場合は熱間圧延が挙げられ、また、管材の場合は熱間押出が挙げられる。また
、冷間加工としては、板材の場合は冷間圧延が挙げられ、また、管材の場合は冷間圧延、
冷間引抜、内面溝を形成させる転造加工が挙げられる。そして、これらの熱間加工から冷
間加工までの途中又は冷間加工後に、溶体化処理、第一熱処理及び第二熱処理を行うこと
により、強度が高い銅合金材料（Ｃ）からなり且つ所定の形状に加工されている銅合金材
料を得ることができる。
【００３５】
　また、銅合金材料（Ｂ）は、引張強さ（σ２）が２７０～３７０ＭＰａであり、また、
銅合金材料（Ｃ）は、引張強さ（σ２）が３００ＭＰａ以上と高い。そのため、銅合金材
料を加工して得られる材料が、強度が高く且つ強度の加工が必要な銅合金製の材料の場合
に、銅合金材料（Ａ）に第一加熱処理を行い、加工性が高い銅合金材料（Ｂ）を得、次い
で、この銅合金材料（Ｂ）に、強度の高い加工を行い、次いで、加工後の銅合金材料（Ｂ
）に第二加熱処理を行うことにより、強度を高めて、強度が高い銅合金材料（Ｃ）を得る
ことができるので、強度が高く且つ強度の加工が必要な銅合金製の材料を作製することが
できる。つまり、銅合金材料（Ａ）、（Ｂ）及び（Ｃ）は、強い加工が必要な種々の用途
に、すなわち、強加工且つ高強度用の銅合金材料として、好適に用いられる。
【００３６】
　本発明の銅合金材料（Ａ）、（Ｂ）及び（Ｃ）の形態としては、板材、棒材、銅合金管
、特に継目無銅合金管が挙げられる。
【００３７】
　本発明の銅合金材料（Ａ）、（Ｂ）及び（Ｃ）が銅合金管の場合について述べる。以下
、銅合金管の形態である銅合金材料（Ａ）を銅合金管（Ａ）と、銅合金管の形態である銅
合金材料（Ｂ）を銅合金管（Ｂ）と、銅合金管の形態である銅合金材料（Ｃ）を銅合金管
（Ｃ）とも記載する。銅合金管（Ａ）、（Ｂ）及び（Ｃ）は、ルームエアコン、パッケー
ジエアコン等の空調機用熱交換器又は冷凍機等の伝熱管又は冷媒配管として、又はそれら
の製造用の銅合金管として、好適に用いられる。そして、空調機用熱交換器又は冷凍機等
の伝熱管及び冷媒配管用の銅合金管には、ヘアピン曲げ加工及び拡管加工が行われるので
、これらの銅合金管は、強度の加工が行われる材料である。また、銅合金管（Ａ）、（Ｂ
）及び（Ｃ）には、内面に溝のないベアー管と、内面に溝を有する内面溝付管がある。
【００３８】
つまり、本発明によれば、０．４～３．５質量％のＮｉ、好ましくは０．７～１．５質量
％のＮｉと、０．１～０．５質量％のＰ、好ましくは０．２～０．４質量％のＰと、を含
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有し、残部Ｃｕ及び不可避不純物からなる銅合金からなる銅合金管（Ａ）に第一加熱処理
を行い、加工性が高い銅合金管（Ｂ）を得、次いで、この銅合金管（Ｂ）に、強度が高い
ヘアピン曲げ加工及び拡管加工を行い、次いで、加工後の銅合金管（Ｂ）に第二加熱処理
を行うことにより強度を高めて、強度が高い銅合金管（Ｃ）を得ることができるので、強
度が高い伝熱管又は冷媒配管を作製することができる。
【００３９】
　銅合金管（Ａ）、（Ｂ）及び（Ｃ）及びそれらの製造例について、以下に述べる。なお
、以下に述べる本発明の銅合金管（Ａ）、（Ｂ）及び（Ｃ）の製造例は、本発明の銅合金
管を製造するための一例であって、本発明の銅合金管は、以下に示す方法によって製造さ
れたものに限定されるものではない。
【００４０】
　銅合金管（Ａ）は、０．４～３．５質量％のＮｉ、好ましくは０．７～１．５質量％の
Ｎｉと、０．１～０．５質量％のＰ、好ましくは０．２～０．４質量％のＰと、を含有し
、残部Ｃｕ及び不可避不純物からなる銅合金からなる銅合金管である。
【００４１】
　銅合金管（Ａ）の製造方法であるが、先ず、常法に従って、溶解及び鋳造を行い、０．
４～３．５質量％のＮｉ、好ましくは０．７～１．５質量％のＮｉと、０．１～０．５質
量％のＰ、好ましくは０．２～０．４質量％のＰと、を含有し、残部Ｃｕ及び不可避不純
物からなる銅合金の鋳塊を得る鋳造工程を行う。鋳造工程では、常法に従って、溶解及び
鋳造して、所定の元素が所定の含有量で配合されているビレットを得る。例えば、銅の地
金及び銅合金管（Ａ）の含有元素の地金又は含有元素と銅の合金を、銅合金管（Ａ）中の
含有量が、所定の含有量となるように配合して、成分調整を行い、次いで、高周波溶解炉
等を用いて、ビレットを鋳造する。次いで、鋳造後、ビレットを冷却する。
【００４２】
　次いで、鋳造工程を行い得られるビレットに熱間押出加工を行う。熱間押出加工前の加
熱処理では、鋳造により得られたビレットを、８５０～９５０℃の温度で加熱する。この
加熱処理は鋳造時の偏析を解消するための均質化処理を兼ねることができる。
【００４３】
　熱間押出工程では、８５０～９５０℃の温度に加熱されたビレットを、熱間押出する。
熱間押出は、マンドレル押出によって行われる。すなわち、加熱前に、冷間で予め穿孔し
たビレット、あるいは、押出前に熱間で穿孔したビレットに、マンドレルを挿入した状態
で、熱間押出を行う。そして、熱間押出を行った後、速やかに冷却して、熱間押出素管を
得る。
【００４４】
　次いで、銅合金管（Ａ）が、内面溝が形成されていない内面平滑管（ベアー管）の場合
は、熱間加工により得られた熱間押出素管に冷間加工を行う。冷間加工では、熱間加工に
より得られた熱間押出素管を、冷間圧延や冷間引き抜き等の冷間での加工を行い、管の外
径及び肉厚を減じていき、継目無銅管を得る。銅合金管（Ａ）が、内面溝が形成されてい
ない内面平滑管（ベアー管）の場合は、この冷間加工後の継目無銅管が銅合金管（Ａ）で
ある。
【００４５】
　また、銅合金管（Ａ）が、内面溝が形成されている内面溝付管の場合、熱間加工により
得られた熱間押出素管に冷間加工を行う。冷間加工では、熱間加工により得られた熱間押
出素管を、冷間圧延や冷間引き抜き等の冷間での加工を行い、管の外径及び肉厚を減じて
いき、継目無素管を得る。そして、冷間加工に次いで、冷間加工により得られた継目無素
管を、７００～９００℃で加熱する中間焼鈍を行い、冷却後、転造加工を行う。転造加工
では、継目無素管内に、外面にらせん状の溝加工を施した転造プラグを配置して、高速回
転する複数の転造ボールによって、管の外側から押圧して、管の内面に転造プラグの溝を
転写して、管の内面に溝を形成させて、継目無銅管を得る。銅合金管（Ａ）が、内面溝が
形成されている内面溝付管の場合は、この転造加工後の継目無銅管が銅合金管（Ａ）であ
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る。
【００４６】
　そして、銅合金管（Ａ）の製造においては、熱間加工後且つ冷間加工の前又は冷間加工
の後に、銅合金を８５０～１０００℃に加熱した後、急冷する溶体化処理を行う。また、
冷間加工を複数回行う場合は、熱間加工後且つ全ての冷間加工の前、冷間加工と冷間加工
の間、又は全ての冷間加工の後に、銅合金を８５０～１０００℃に加熱した後、急冷する
溶体化処理を行う。また、熱間加工後に、熱間加工された銅合金を急冷することによって
、溶体化処理を行うこともできる。
【００４７】
　このようにして、銅合金管（Ａ）を得る。そして、この銅合金管（Ａ）には、６５０℃
±１００℃で加熱する第一熱処理が行われる。つまり、銅合金管（Ａ）は、第一熱処理が
行われる前の銅合金管である。
【００４８】
　銅合金管（Ｂ）は、０．４～３．５質量％のＮｉ、好ましくは０．７～１．５質量％の
Ｎｉと、０．１～０．５質量％のＰ、好ましくは０．２～０．４質量％のＰと、を含有し
、残部Ｃｕ及び不可避不純物からなる銅合金からなる銅合金管であり、引張強さ（σ２）
が２７０～３７０ＭＰａであり、伸び（δ）が３０％以上の銅合金管である。
【００４９】
　銅合金管（Ｂ）は、銅合金管（Ａ）を６５０℃±１００℃で加熱する第一熱処理を行い
得られる。第一熱処理での加熱時間は、特に制限されないが、通常１０分～５時間である
。銅合金管（Ａ）を６５０℃±１００℃で加熱した後は、冷却を行う。冷却速度は、特に
制限されないが、好ましくは２～１０℃／分である。なお、溶体化処理を行った後、第一
熱処理を行うまでに、他の熱処理を行ってもよい。
【００５０】
　そして、銅合金管（Ｂ）は、引張強さ（σ２）が２７０～３７０ＭＰａであり、且つ、
伸び（σ）が、３０％以上であるので、加工性が高く、ヘアピン曲げ加工及び拡管加工と
いう強度の加工において、優れた加工性を有する。
【００５１】
　このようにして得られる銅合金管（Ｂ）は、ヘアピン曲げ加工及び拡管加工が行われた
後、８５０℃±１００℃で加熱する第二熱処理が行われる。あるいは、銅合金管（Ｂ）は
、ヘアピン曲げ加工及び拡管加工が行われることなく、８５０℃±１００℃で加熱する第
二熱処理が行われる。つまり、銅合金管（Ｂ）は、第二熱処理が行われる前の銅合金管で
ある。
【００５２】
　銅合金管（Ｃ）は、０．４～３．５質量％のＮｉ、好ましくは０．７～１．５質量％の
Ｎｉと、０．１～０．５質量％のＰ、好ましくは０．２～０．４質量％のＰと、を含有し
、残部Ｃｕ及び不可避不純物からなる銅合金からなる銅合金管であり、引張強さ（σ２）
が３００ＭＰａ以上であり、伸び（δ）が３０％以上の銅合金管である。
【００５３】
　銅合金管（Ｃ）は、銅合金管（Ｂ）を８５０℃±１００℃で加熱する第二熱処理を行い
得られる。第二熱処理での加熱時間は、特に制限されないが、通常１０秒～１時間である
。銅合金材料（Ｂ）を８５０℃±１００℃で加熱した後は、冷却を行う。冷却速度は、特
に制限されないが、好ましくは２～２０℃／秒である。熱処理に着目すると、銅合金管（
Ｃ）は、銅合金管（Ａ）を６５０℃±１００℃で加熱する第一熱処理と８５０℃±１００
℃で加熱する第二処理とを行って得られる。
【００５４】
ルームエアコン、パッケージエアコン等の空調機用熱交換器又は冷凍機等の伝熱管又は冷
媒配管の場合、空調機用熱交換器又は冷凍機等は、銅合金管を他の部材と共に組み付けた
後、ろう付け加熱することにより、銅合金管と他の部材をろう付けして製造されるが、こ
のろう付け加熱を、本発明の銅合金管に係る第二熱処理としてもよい。つまり、０．４～
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３．５質量％のＮｉ、好ましくは０．７～１．５質量％のＮｉと、０．１～０．５質量％
のＰ、好ましくは０．２～０．４質量％のＰと、を含有し、残部Ｃｕ及び不可避不純物か
らなる銅合金である鋳塊を用いて熱間加工及び冷間加工を行い銅合金管の形状に加工し、
且つ、溶体化処理及び第一熱処理を行った銅合金管を、空調機用熱交換器又は冷凍機を構
成する他の部材と共に組み付け、次いで、８５０℃±１００℃で加熱して、銅合金管と他
の部材をろう付けすることにより、銅合金管（Ｃ）を得ることもできる。
【００５５】
銅合金管の第二熱処理後の引張強さ（σ２）と第二熱処理前の引張強さ（σ１）の差（σ
２－σ１）が、２０ＭＰａ以上であることが好ましい。つまり、第二処理前の銅合金管は
、８５０℃±１００℃で加熱することにより、強度が２０ＭＰａ以上向上する銅合金管で
あることが好ましい。
【００５６】
　そして、銅合金管（Ｃ）は、引張強さ（σ２）が３００ＭＰａ以上であり、且つ、伸び
（σ）が３０％以上であるので、強度が高い。そのため、銅合金管（Ｃ）は、高い強度が
必要な伝熱管又は冷媒配管用の銅合金管として、好適に用いられる。また、銅合金管（Ａ
）及び（Ｂ）は、高い強度が必要な伝熱管又は冷媒配管用の銅合金管を作製するための銅
合金管として、好適に用いられる。
【００５７】
０．４～３．５質量％のＮｉ、好ましくは０．７～１．５質量％のＮｉと、０．１～０．
５質量％のＰ、好ましくは０．２～０．４質量％のＰと、を含有し、残部Ｃｕ及び不可避
不純物からなる銅合金を、溶体化処理した後、第一熱処理及び第二熱処理を行うときに、
加熱温度が、第一熱処理の温度範囲（６５０℃±１００℃）及び第二熱処理の温度範囲（
８５０℃±１００℃）のいずれもを満たすことにより、第二熱処理後の銅合金材料が、引
張強さ（σ２）３００ＭＰａ以上且つ伸び（δ）３０％以上との物性を満たすことができ
る。
【００５８】
一方、０．４～３．５質量％のＮｉ、好ましくは０．７～１．５質量％のＮｉと、０．１
～０．５質量％のＰ、好ましくは０．２～０．４質量％のＰと、を含有し、残部Ｃｕ及び
不可避不純物からなる銅合金を、溶体化処理した後、第一熱処理及び第二熱処理を行うと
きに、加熱温度が、第一熱処理の温度範囲（６５０℃±１００℃）及び第二熱処理の温度
範囲（８５０℃±１００℃）のうちのいずれか一方でも外れてしまうと、第二熱処理後の
銅合金材料が、引張強さ（σ２）３００ＭＰａ以上且つ伸び（δ）３０％以上との物性を
満たさなくなる。
【００５９】
　通常、析出強化によって強度が高められている銅合金材料は、ろう付け加熱等のように
、８５０℃±１００℃程度の温度で加熱されると、強度が低下する。それに対して、０．
４～３．５質量％のＮｉ、好ましくは０．７～１．５質量％のＮｉと、０．１～０．５質
量％のＰ、好ましくは０．２～０．４質量％のＰと、を含有し、残部Ｃｕ及び不可避不純
物からなる銅合金は、溶体化処理及び第一熱処理が行われた後、ろう付け加熱のときの加
熱温度に相当する８５０℃±１００℃程度の温度で加熱されると、強度が低下するのでは
なく、反対に、強度が向上する。
【実施例】
【００６０】
（実施例１～１０及び比較例１～７）
　高周波溶解炉を用いて、表１に示す化学組成で、鋳型寸法：幅５０ｍｍ×長さ１００ｍ
ｍ×高さ２００ｍｍで鋳込んだ。次いで、鋳塊を、面削りをし、９００℃で２時間加熱し
た後、直ぐに水槽に投入して冷却した。次いで、冷間圧延により厚さ１．０ｍｍまで圧延
し、次いで、９００℃で１０秒間中間焼鈍を行い、次いで、冷間圧延により厚さ０．７ｍ
ｍまで圧延した。次いで、表１に示す条件で、第一回目の熱処理及び第二回目の熱処理を
行い、銅合金材料を得た。
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（第一回目の熱処理条件）
　　１Ａ：６５０℃で１時間
　　１Ｂ：５００℃で１時間
　　１Ｃ：７７０℃で１時間
（第二回目の熱処理条件）
　　２Ａ：８５０℃で３０秒
　　２Ｂ：７００℃で３０秒
　　２Ｃ：９７０℃で３０秒
【００６１】
（評価）
　得られた銅合金材料から、長さ１００ｍｍ、平行部幅１０ｍｍの試験片を作成し、引張
強さ及び伸びを測定した。また、第二回目の熱処理前の銅合金材料についても同様にして
、引張強さを測定した。
＜引張強さ（σ）、伸び（δ）＞
　銅合金の引張強さ（σ）、伸び（δ）は、ＪＩＳ　Ｚ２２４１に準拠して測定した。
【００６２】
【表１】

＊表中、σ１は第二熱処理前の引張強さであり、σ２は第二熱処理後の引張強さである。
【００６３】
（実施例１１～１２及び比較例８～９）
　高周波溶解炉にて、表２に示す化学組成で、φ１００ｍｍの鋳塊を製造し、次いで、φ
９０ｍｍに皮剥きしてビレットを得た。次いで、ビレットを９００℃に加熱して、熱間押
出しを行い、φ２０ｍｍ×厚み１．５ｍｍの熱間押出素管とした。次いで、９００℃の炉
内で加熱し、直ちに水槽に投入して冷却した。次いで、冷間でφ１０ｍｍ×厚さ０．５ｍ
ｍに引抜加工を行った。次いで、６５０℃で１時間加熱して第一熱処理を行い、次いで、
８５０℃で３０秒間加熱して第二熱処理を行い、銅管を得た。
【００６４】
（評価）
　銅管の引張強さ（σ）、伸び（δ）は、ＪＩＳ　Ｚ２２４１に準拠して測定した。
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【００６５】
【表２】

＊表中、σ１は第二熱処理前の引張強さであり、σ２は第二熱処理後の引張強さである。
また、δ１は第二熱処理前の伸びであり、δ２は第二熱処理後の伸びである。
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